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平成２２年６月７日 
 

平成２１年度の自動車部品工業の経営動向 
 

（社）日本自動車部品工業会 
 
（社）日本自動車部品工業会は、正会員企業４０７社（４月１日現在）のうち、上場企業で自動

車部品の売上高比率が５０％以上であり、かつ前年度比較が可能な自動車部品専門企業８３社の 

平成２１年度の経営動向を各社の連結決算短信（※連結決算を行っていない企業は単独決算短信）により

集計・分析した。 
なお、前年度の調査と比較して入退会による企業数変更があるが、過年度のデータをあわせて置

き換えており有効な比較が出来るようにしてある。 
 

＜自動車業界の状況＞ 

 平成２１年度の世界経済は、２００８年９月のリーマンショック以降の全世界的かつ急激な景気

の悪化からは中国など新興国を中心に一部で比較的早い段階で回復の兆しも見られるようになっ

てきたものの、日本や欧米等の先進国では特に上期においては景気の本格的回復には至らなかった。

デフレの進行や二番底への不安もあり、設備投資の大幅な減少や失業率の上昇など厳しい状況での

年度前半となった。 
第２四半期の後半以降では、自動車各社の在庫調整も一段落したことに加え、エコカー減税やス

クラップインセンティブなど各国の政策に後押しされたことで、最悪期は脱したと考えられるが、

小型で燃費の良い車への売れ筋車種の偏りや、地域による増減産の格差拡大などもあり、世界全体

での生産台数は減少した。このようなことから、特に先進諸国では生産能力の余剰感が依然として

残っている。 
また、日本国内においても、ハイブリッドカーが年間の販売台数の１位を獲得するなど環境対応

車の存在が今まで以上に重みを増してきている一方で、大型車や二輪車においては販売台数の減少

が続いた。 
 このような背景の中で、国内生産に関しては年度前半の大幅減産の影響が残り、年度の合計では

８８６万台余りとなり前年度比１１．４％減少し、２年連続で前年を下回る結果となった。車種別

にみた場合には、乗用車こそ補助金・減税の恩恵もあり９．９％の減少に留まったものの、トラッ

クが２０．１％の減少、バスでは２２．６％の減少と大きく差の出る結果となった。 
 二輪車においては、３月こそ前年同月を上回ったが、それまでは３０ヶ月連続で前年を下回り、

年度では４４．３％の大幅な減少となった。 
 平成２２年度については、国内需要では補助金が年度前半で終了する等の影響もあり、４６５万

台と前年度比で４．９％の減少という予測となっている。また、為替相場が安定せず、また欧州で

の財政危機問題もあり、輸出関連についても先行き不透明な状況が続いている。 
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＜部品メーカーの状況＞ 

 上記自動車部品メーカー８３社の平成２１年度の業績は、売上についてはほぼ全ての企業におい

て前年を下回り、全体で約１１．５％の減少となった。 
このような中で、各社では生き残りを賭けた緊急かつ大幅な生産体制の見直し、設備投資の抑制、

固定費の削減など懸命な企業努力を行い、第３四半期以降ようやく営業・経常・当期の各利益項目

で黒字を確保できた。但し、今後の環境対応車を始めとする次世代自動車への対応などによる開発

費負担の懸念や、原材料価格の状況、次年度以降、特に補助金の打ち切りに伴う生産動向など、不

透明さを残しており、予断を許さない状況である。 
 20 年度 21 年度 前年度差 前年度比 
売 上 高 １９兆０８９９億円 １６兆９０２３億円 －２兆１８７６億円 ―１１．５％ 
営 業 利 益 １０７１億円 ５９０７億円 ＋４８３６億円 ４５１．６％ 
売上高営業利益率 ０．６％ ３．５％ ＋２．９％ － 
経 常 利 益 ４７７億円 ６１９１億円 ＋５７１４億円 １１９６．８％ 
売上高経常利益率 ０．３％ ３．７％ ＋３．４％ － 
当 期 利 益 －４７６８億円 ２０９１億円 ＋６８５９億円 － 
売上高当期利益率 －２．５％ １．２％ ＋３．７％ － 

 
 売上高は、第２四半期以降、エコカー減税や補助金等の政策の後押しもあり、回復したとはいう

ものの、前半での大幅な落ち込みが影響し、累計では前年のレベルにまでは回復せず、△１１．５％、

前年度から２兆１８００億円余りの減収となった。 
 
 利益に関しては、リーマンショック以降において各社で聖域を設けない原価低減施策を実行し、

改革を行ってきたことで、全体では黒字を確保し、急激な減産に見舞われた前年度との比較では増

益の結果となった。これを、四半期毎に業績をみた場合には、第２四半期で営業利益・経常利益が

黒字となり、続く第３四半期でようやく当期利益に関しても黒字となり、累計でも黒字を確保でき

た。 
 ※資料№１－１ 四半期毎の業績推移表参照 
第４四半期のみをみた場合には、前年度が急激かつ大幅に生産が減少した時期でもあり、各社の

対応が追いつかなかったことで大幅な赤字を計上したのに対し、今年度はある程度企業体質の強化

が進んだ中での需要の回復があったことから売上、各利益項目に関して大幅に増加した。しかしな

がら、一方では製品・地域による差も依然として大きく、個別企業でみれば大幅な減産を余儀なく

され、厳しい経営を強いられているところも存在している。 
 
 各社での費用削減のひとつとして、“有形固定資産取得のための支出”に関しては、前年度比で

△５１．４％と大幅な減少となった。また、減価償却費に関しても△１０．３％と抑制が進んでい

る。 
 
地域別の業績を見ると、売上では日本が△９．７％、米国・欧州等では△１７～１８％程度の減

少であり、アジアでは△５．８％の減少と他に比べれば減少幅は小さい。従って、営業利益率に関

しても唯一１０％以上を確保できている。一方で先進国では営業赤字こそ回避できたものの、依然
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厳しい状況であり、営業利益率は２％以下という結果となった。 
このような事から、どこの国・地域で、どのような製品を生産しているかによって、各社の業績

にバラツキが出てきている。 
 
 平成２２年度の各社の業績予測では、年度全体では２１年度を上回る売上・利益を確保できる見

通しではあるが、これは主に前年度上期が余りにも厳しい経営状況であったことから、増収・増益

の予測となっているものであり、下期だけを比較した場合には、補助金終了後の需要減を見込み減

収・減益の予測となっている。 
   また、売上高レベルから見れば、ピークのＨ１９年度との比較では△２１％であり、ほぼＨ１

６年度と同等である。 
国内の需要が伸びない状況の中では、今後の海外展開、グローバル対応が益々求められること

となり、人材を含めたリソースの確保も大きな課題のひとつになると考えられる。 
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平成２２年６月７日 

 

自動車部品工業の経営動向【数値情報】 
－主要上場企業８３社の平成２１年度の連結決算状況－ 

 
１． 対象企業 

平成２１年１０月から平成２２年３月までに決算期のある正会員上場企業で、売上高に占める自動車部

品比率が５０％以上の企業８３社を対象とした。 
     
２． 経営分析の方法 

各社の連結決算短信（連結決算を行っていない企業は単独決算短信）による。 
 
３． 決算状況 

 
（１） 全体集計結果 

 20 年度 21 年度 前年度差 前年度比 
売 上 高 １９兆０８９９億円 １６兆９０２３億円 －２兆１８７６億円 ―１１．５％ 
営 業 利 益 １０７１億円 ５９０７億円 ＋４８３６億円 ４５１．６％ 
売上高営業利益率 ０．６％ ３．５％ ＋２．９％ － 
経 常 利 益 ４７７億円 ６１９１億円 ＋５７１４億円 １１９６．８％ 
売上高経常利益率 ０．３％ ３．７％ ＋３．４％ － 
当 期 利 益 －４７６８億円 ２０９１億円 ＋６８５９億円 － 
売上高当期利益率 －２．５％ １．２％ ＋３．７％ － 

 
 ２０年度 ２１年度 
 増加 減少 合計 増加 減少 合計 
売 上 高  ４社 ７９社 ８３社 １社 ８２社 ８３社 
営 業 利 益 ４社(1) ７９社(29) ８３社(30) ６２社(5) ２１社(7) ８３社(12)
経 常 利 益 ５社(1) ７８社(37) ８３社(38) ６２社(7) ２１社(6) ８３社(13)
当 期 利 益 ５社(1) ７８社(49) ８３社(50) ６６社(15) １７社(11) ８３社(26)

※赤字幅が縮小した場合は「増加」、赤字幅が拡大した場合は「減少」に含める 
※（  ）内は赤字計上会社数 
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① 売上高と営業利益の動向 

  営業利益 
増益 減益 計 

 
売上高 

増収 １社 

(1.2%) 

０社 

(0.0%) 

 １社 

(1.2%) 

減収 ６１社 

(73.5%) 

２１社 

(25.3%) 

８２社 

(98.8%) 

計 ６２社 

(74.７%) 

２１社 

(25.3%) 

８３社 

(100.0%) 

（  ）は構成比       
② 売上高と経常利益の動向 

  経常利益 

増益 減益 計 

 

売上高 

増収 １社 

(1.2%) 

０社 

(0.0%) 

１社 

(1.2%) 

減収 ６１社 

(73.5%) 

２１社 

(25.3%) 

８２社 

(98.8%) 

計 ６２社 

(74.7%) 

２１社 

(25.3%) 

８３社 

(100.0%) 

（  ）は構成比       
③ 売上高と当期利益の動向 

   当期利益 

増益 減益 計 

 

売上高 

増収 １社 

(1.2%) 

０社 

(0.0%) 

１社 

(1.2%) 

減収 ６４社 

(77.1%) 

１８社 

(21.7%) 

８２社 

(98.8%) 

計 ６５社 

(78.3%) 

１８社 

(21.7%) 

８３社 

(100.0%) 

（  ）は構成比       
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（２） 収益構造 

 20 年度 21 年度 
科目 金額(億円) 構成比 金額(億円) 前年度差 前年度比 構成比 
売上高 190,899 100.0% 169,023 -21,876 -11.5% 100.0%
売上原価 170,569 89.4% 146,722 -23,847 -14.0% 86.8%
販売費及び一般管理費 19,059 10.0% 16,393 -2,665 -14.0% 9.7%
営業利益 1,071 0.6% 5,907 +4,836 +450.7% 3.5%
営業外収益 1,713 0.9% 1,665 -47 -2.8% 1.0%
営業外費用 2,306 1.2% 1,381 -926 -40.2% 0.8%
経常利益 477 0.3% 6,191 +5,714 +1,189.5% 3.7%
特別利益 350 0.2% 437 +88 +24.9% 0.3%
特別損失 3,261 1.7% 1,828 -1,432 -43.9% 1.1%
税金等調整前当期利益 -2,434 -1.3% 4,800 +7,234 - 2.8%
当期利益 -4,768 -2.5% 2,091 +6,859 - 1.2%

 

（３） 所在地別の売上高、利益の状況 

所在地 売上高(億円) (注 2) 前年度比 営業利益(億円) 前年度比 利益率 
日本 １１８，３７５ －９．６％ ２，４１１ － ２．０％

海外 

北中南米 ２８，０９０ －１７．１％ ７０ － ０．２％

欧州 １４，７５４ －１８．４％ ２０２ １５３．１％ １．４％

アジア ３１，７４６ －５．７％ ３，３５６ ０．０％ １０．６％

分類不可等 ２，９７４ －２６．２％ １６６ －４４．５％ ５．６％

（消去） (注 3) （－２６，９１６） － （－２９８） － － 
合計 (注 4) １６９，０２３ －１１．５％ ５，９０７ ４５１．６％ ３．５％

（注1） 海外所在地の内訳は下記の通りである。 
北中南米：カナダ、アメリカ、メキシコ、ブラジル等 
欧  州：イギリス、フランス、ドイツ、スペイン、イタリア、チェコ、ハンガリー等 
アジア：タイ、インドネシア、フィリピン、マレーシア、シンガポール、台湾、中国、韓国、ベト

ナム、インド、一部オーストラリアを含む 等 
（注2） 海外の売上高は、各地域の連結子会社の売上高であり、たとえば日本から海外の顧客あて

の直接売上（子会社を経由しない場合）は、日本の売上高に計上されている。 
（注3） 消去は、所在地間の内部売上高を表す。 
（注4） 売上高の合計は、各社の四捨五入処理等の数値を合計しているため、表中の各所在地の売

上高数値を単純に集計したとしても、表中の合計数値とは一致しない。 
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（４）設備投資の動向（設備投資と関係の深い有形固定資産取得のための支出額、減価償却費を集計） 

      
① 有形固定資産（一部無形固定資産を含む）取得のための支出額 

 20 年度 21 年度 前年度差 前年度比 
有形固定資産取得のた

めの支出額(億円) 
１５，２８４ ７，４２９ －７，８５５ －５１．４％

 
② 減価償却費 

 20 年度 21 年度 前年度差 前年度比 
減価償却費(億円) １２，６１４ １１，３１９ －１，２９５ －１０．３％

 設備投資に関してはほぼ半減、投資の減少・減損損失計上等により減価償却費も減少に転じている。 
 

４． 分析結果 

（１） 売上高の状況 

 

（２） 利益の状況 

① 営業利益の状況 
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② 経常利益の状況 

 

 当期利益の状況 

  

  
５． 平成２２年度の業績見通し 

 

 （１）全体の業績見通し（対前年度比） 

 ２１年度 ２２年度見通し 前年度差 前年度比 
売 上 高 １６兆９０２３億円 １７兆７７７８億円 ＋８７５６億円 ＋５．２％

営 業 利 益 ５９０７億円 ８３７６億円 ＋２４６９億円 ＋４１．８％

売上高営業利益率 ３．５％ ４．７％ ＋１．２％ －

経 常 利 益 ６１９１億円 ８３６４億円 ＋２１７２億円 ＋３５．１％

売上高経常利益率 ３．７％ ４．７％ ＋１．０％ －

当 期 利 益 ２０９１億円 ４７３０億円 ＋２６４０億円 ＋１２６．２％

売上高当期利益率 １．２％ ２．７％ ＋１．５％ －

      
 

以上 
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